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介護保険制度導入前後における在宅サービス利用の変化
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目的 世界の高齢化に伴い，措置制度から社会保険方式に転換をした日本の公的介護保険制度は，

高齢者介護施策の先例として世界から注目されている。本研究では，介護保険制度導入前の措

置制度下に在宅サービスを利用していた者（以下，旧サービス利用者）が，導入後，どの程度

介護保険サービスの利用に至ったのかを検証することを目的とし，介護保険サービス利用に至

る各手続きにも着目し分析した。

方法 日本大学総合学術情報センターの「健康と生活に関する調査」のパネルデータのうち，導入

前調査（1999年11月と2000年 3 月）と導入後調査（2001年11月と12月）を用いた。両調査に回

答した3,992人のうち，65歳以上の旧サービス利用者416人を分析対象とした。

介護保険サービス利用の各手続きのうち，要支援・要介護認定の申請（以下，申請），要支

援・要介護の認定（以下，要介護等認定），介護保険サービス事業者との介護保険サービス利

用の契約（以下，契約）の 3 つを従属変数とした。独立変数は，個人属性と旧サービス利用状

況とし，申請の有無との関連は，ロジスティック回帰分析を用いた。

結果 介護保険制度導入後，介護保険サービスを利用していた者は133人（32.0）であった。介

護保険サービス利用の各手続きでは，旧サービス利用者の45.5が申請をし，このうち85.7
が要介護等認定を受けていた。さらに，要介護等認定をうけた者の88.7が契約を行ってい

た。また，申請ありと有意に正の関連をしていたのは，等価所得が125万円未満（OR95

CI 2.721.30–5.69），ショートステイ利用あり（3.291.16–9.35），疾患あり（8.34

1.86–37.46），手段的日常生活活動（Instrumental Activities of Daily Living: IADL）非自立レベ

ル（11.215.22–24.07）であった。一方，有意な負の関連があったのは，機能訓練事業利用あ

り（0.380.17–0.82）であった。

結論 旧サービス利用者のうち，申請をした者は約半数であり，申請した者には，疾患を有する者

や IADL が自立していない者がより多かった。このことから，措置制度下では要支援・要介

護状態でなかった者が多く含まれていた可能性がある。一方で，低所得者が申請を控えた可能

性は低いことが示された。

Key words介護保険制度導入前後，措置制度，申請，要支援・要介護認定，契約

 緒 言

現在，地球規模で高齢化が進んでおり，先進地域

のみならず，発展途上地域で急速に進行すると見込

まれ1)，高齢者の長期介護が重要な政策課題となっ

ている2～4)。なかでも日本の高齢化は，急速に進行

し，2060年には全人口の40が65歳以上になると予

測されている1)。

こうした中，わが国では，ドイツに続き，2000年
に介護保険制度を導入し，老人福祉法による措置制

度から社会保険方式への大転換が行われた5,6)。そ

のため，介護保険サービスの受給者や利用手続き

は，以下のように大きく 3 つの変更がなされた。第

1 に，介護保険サービス受給者は，家族や所得の状

況を考慮せず，要支援・要介護認定審査会で要支援

もしくは要介護に認定された者（以下，要介護等認

定者）に限定された5,7)。これは，介護保険制度導

入前の対象者が，低所得者や独居高齢者等の家族支

援がない者を対象としていたこと5,8)からの大きな

転換である。第 2 に，介護保険サービス利用にあた

っては，市町村へ要支援・要介護認定の申請（以
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下，申請），要支援・要介護認定審査会での要支

援・要介護の認定（以下，要介護等認定），ケアマ

ネジメントを通じた介護保険サービス事業者との契

約（以下，契約）の 3 つの手続きが必要になっ

た3,5)。第 3 に，介護サービスの利用料が，サービ

ス利用料の 1 割を原則自己負担することとなった。

そのため，自己負担額による負担が大きい低所得者

が介護保険サービスの利用を控える傾向が強く現れ

ているのではないかと懸念されていた8)。こうした

介護保険サービスの受給者や利用手続きの変化は，

介護保険サービスの利用に影響を及ぼした可能性が

ある。

しかし，日本の介護保険制度導入前後における実

証研究は少なく9～11)，介護保険制度導入前の措置制

度下で在宅サービス（以下，旧サービス）を利用し

ていた者を対象とした導入前後の縦断研究は，菅の

ディスカッションペーパー11)のみである。菅は，申

請者の特徴として，等価所得が低く，独居高齢者世

帯である者であったと報告している11)。しかし，申

請後の要介護等認定や契約の各手続きに至るプロセ

スまでは，明らかにされていなかった。さらに，国

は，介護保険制度導入時に，旧サービスを利用して

いた者（以下，旧サービス利用者）のうち低所得者

に対し，訪問介護の利用を継続する場合には自己負

担額の軽減を行った12)。それに加え，機能訓練事業

利用者には，介護保険サービスと併用して利用する

ことを原則禁止13)した。そのため，介護保険サービ

ス利用の分析をするには，どのような旧サービスを

利用していたかを含め分析を行う必要があるが，菅

のディスカッションペーパー11)ではその点は考慮さ

れていない。

そこで，本研究では，介護保険サービス利用の各

手続きである申請，要介護等認定，契約の 3 つの手

続きに着目し，介護保険制度導入後，各手続きにお

いて旧サービス利用者にどのような変化が生じたの

か，変化があったとすれば，どのような特徴をもっ

た者であったのかを明らかにすることとした。

こうした実態をあきらかにすることは，台湾など

日本をモデルに今後，介護保険制度導入を検討して

いる国14)にとって，重要な知見になり得ると考える。

 研 究 方 法

. 分析対象の設定

本研究は，日本大学総合学術情報センターの研究

プロジェクトが企画・実施した「健康と生活に関す

る調査」のデータを使用した15)。この調査は，日本

全国の65歳以上人口を対象としており，調査票を用

いた縦断面接調査によりデータが収集された。調査

の質問項目は，基本属性，家族構成，経済状況，慢

性病，身体機能，介護保険サービス利用状況，保健

医療利用状況などの18項目で構成されていた。

標本の抽出は，層化 2 段無作為抽出法により，標

本数は6,700人であった。本調査は，まず介護保険

制度導入前の1999年11月と2000年 3 月に実施され

（以下，導入前調査），介護保険制度導入後の2001年
11月と12月に実施された（以下，導入後調査）。な

お，調査対象者が入院・入所中であるか，身体的お

よび精神的な理由で本人に直接面接できない場合

は，本人以外の代理回答が行われた。

導入前調査では，4,997人（74.6）の回答が得

られ，導入前調査と導入後調査の両方に回答が得ら

れたのは，3,992人（59.6）であった。導入前調

査で本人が入院または入所のため本人以外が回答し

た87人を除外し，導入前と導入後の両調査に回答し

た者は，3,905人であった。このうち，導入前の旧

サービス（ホームヘルパー，老人訪問看護，訪問入

浴，デイサービス・デイケア，ショートステイ，機

能訓練事業）を少なくとも 1 つ以上利用していた

416人を分析対象とした。

. 分析モデルの設定

1) 従属変数の設定

導入後調査を用いて，申請，要介護等認定，契約

の各手続きの有無を，それぞれ従属変数に設定した。

なお，介護保険サービス利用の定義は，施設サー

ビスまたは，居宅サービス（訪問介護，訪問看護，

訪問リハビリテーション，訪問入浴介護，通所介

護，通所リハビリテーション，短期入所生活介護，

福祉用具の貸与，特定福祉用具購入費，居宅介護住

宅改修費の支給）のうち，1 つ以上利用した経験が

あることとした。

2) 独立変数の設定

旧サービス利用者の属性が，介護保険サービス利

用に与える影響を明らかにするため，個人属性と保

健サービスの利用を説明するモデルとするアンダー

ソンの行動モデルを参考に，独立変数を選択し

た16,17)。アンダーソンの行動モデルの 3 つの要因で

ある素因，利用促進要因，ニード要因の各要因に該

当する変数を，導入前調査を用いて，以下の通り設

定した。

素因は，性別，年齢，世帯構成，教育水準とし

た。なお，世帯構成を，菅のディスカッションペー

パー12)を参考に，独居，配偶者と同居，子あるいは

子の配偶者（以下，子）と同居，配偶者と子と同居，

配偶者と子以外との同居に 5 つに分類した。

次に，利用促進要因は，居住地，収入の有無，等

価所得，就労，社会活動参加，介護保険導入前の旧
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サービス利用の種別とした。なお，等価所得は，カ

テゴリーの中央値を世帯人数の平方根で除して算出

し，その結果，中央値が125万円であった。そのた

め，等価所得を，125万円以上と125万円未満との 2
つに区分した。地域クラブへの参加は，地域クラブ

（敬老会，婦人会，老人クラブ，教養，学習のため

のサークル活動，町内会，ボランティア，趣味のた

めのサークル，スポーツのサークル，宗教団体，シ

ルバー人材センター）のうち，1 つ以上の参加とし

た。

最後に，ニード要因は，疾患，生活機能（日常生

活活動，手段的日常生活活動）とした。

疾患ありは，狭心症・心筋梗塞などによる心臓発

作，心臓病，皮膚癌を除くがん，脳血管疾患，認知

症，高血圧症，糖尿病，ぜんそくなど慢性呼吸器疾

患，胃や腸の消化器疾患，腎臓病や泌尿器疾患，肝

臓や胆のう疾患，関節炎・神経痛・リウマチ，慢性

の腰痛，骨粗鬆症，下肢の骨折，下肢以外の部位の

骨折のうち，少なくとも 1 つ以上経験をしたことと

した。

日常生活活動（Activities of Daily Living: ADL）
は，ADL 項目の 7 項目（「お風呂に入る・シャワー

を浴びる」，「衣服を着たり脱いだりする」，「食べ

る」，「寝床から起き上がったり・椅子から立ちあが

ったり座ったりする」，「家の中を歩く」，「外に出か

ける」，「自宅トイレまでいって用をたすこと」）の

うち，介助の必要がない場合を自立とし，1 項目で

も介助が必要な場合は非自立とした。

手段的日常生活活動（Instrumental Activities of
Daily Living: IADL）は，Lawton's IADL の 6 項目

（「自分自身の食事の支度をする」，「身の回りの物や

薬などの買い物に出かける」，「日常の金銭の管理」，

｢電話をかける」，「チリをはらったり，身のまわり

のかたづけなどの軽い家事をする」，「バスや電車に

乗って一人で出かける」，「指示どおり薬を飲むこ

と」）のうち，介助なく行える場合を自立とし，1
項目でも介助が必要な場合を非自立とした。

. 分析方法

介護保険サービス利用の各手続きのうち，申請，

要介護等認定，契約の各従属変数と独立変数との関

係は，年齢，疾患数について t 検定，等価所得，生

活機能の自立度について Wilcoxon 順位和検定，そ

れ以外の独立変数について x2 検定あるいは Fisher
正確検定を用いた。次に，申請との関連要因を特定

するために，ロジスティック回帰分析（ステップワ

イズ法）を実施した。基本属性である性別と年齢，

管のディスカッションペーパー12)を参考に，世帯構

成と等価所得を強制投入した。さらに，投入変数

は，単純解析の結果，P 値が0.25以下の変数とし，

ステップワイズの段階の変数の取り込み・除外基準

は a 値＝0.20とした。また，多重共線性を確認する

ため，spearman の順位相関係数にて検討し，0.8以
上の相関の強い変数は一方の変数のみ投入した。な

お，統計解析は，SAS9.2（SAS Institute Japan 製）

を用いた。統計的有意水準は 5とした。

. 倫理的配慮

データ使用は，日本大学総合学術情報センターの

承諾を得た。また，筑波大学大学院人間総合科学研

究科研究倫理委員会（課題番号第23–220号）にて承

認を受けた。

 研 究 結 果

. 旧サービス利用者の個人属性と介護保険サー

ビス利用の各手続きにおける対象者数

旧サービス利用者の個人属性を表 1 に示す。男性

が137人（32.9），75歳未満が116人（27.9）で

あった。また，等価所得125万円未満の者が180人
（43.3）であり，ショートステイ利用者が77人
（18.5），機能訓練事業利用者が119人（28.6）

であった。さらに ADL 自立者は260人（62.5），

IADL 自立者は199人（47.8）であった。

旧サービス利用者のうち，介護保険サービスを利

用していた者は133人（32.0）であった。介護保

険サービス利用の各手続きの対象者数は図 1 の通り

であった。申請では，申請者178人（旧サービス利

用者の45.5），要介護等認定では，要介護等認定

者は150人（申請者のうち85.7），契約では，介護

保険サービス利用者は133人（要介護等認定者のう

ち88.7）であった。

. 旧サービス利用者の個人属性が，介護保険

サービスの利用に与えた影響

旧サービス利用者の個人属性が，介護保険サービ

スの利用に与えた影響を明らかにするため，介護保

険サービス利用の各手続きのうち，申請，要介護等

認定，契約別に，単変量解析を実施し，申請のみ，

多変量解析を実施した。なお，要介護等認定および

契約は，要介護等認定者と，介護保険サービス利用

者の割合が 8 割以上と，従属変数の 2 値のうち一方

への偏りがあり，また，1 群のサンプル数が少ない

ため，単変量解析のみとした。

1) 申請との関連要因

申請では，年齢が75歳以上（P＜0.001），等価所

得125万円未満（P＜0.001），デイサービス・デイケ

アの利用あり（P＜0.001），疾患あり（P＝0.03），

ADL 非自立（P＜0.001），IADL 非自立（P＜0.001）
が申請者の割合が高かった。一方，機能訓練事業の
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表 介護保険制度導入前の在宅サービス利用者の個人属性（n＝416)

素因 性別 男性 n（) 137(32.9)
女性 n（) 279(67.1)

年齢 75歳未満 n（) 116(27.9)
75歳以上 n（) 300(72.1)
平均年齢（平均±標準偏差) 77.5±6.8

家屋形態 持家 n（) 371(89.2)
賃貸 n（) 44(10.6)
欠損値 n（) 1( 0.2)

世帯構成 独居 n（) 73(17.6)
配偶者と同居 n（) 98(23.6)
子どもと同居 n（) 27( 6.5)
配偶者と子どもと同居 n（) 85(20.4)
配偶者・子ども以外と同居 n（) 133(32.0)

教育水準 中学校卒業 n（) 288(69.2)
高校卒業 n（) 121(29.1)
欠損値 n（) 7( 1.7)

利用促進要因 居住地 市街地 n（) 367(88.2)
農産地・漁村 n（) 49(11.8)

収入 なし n（) 49(11.8)
あり n（) 367(88.2)

等価所得 125万円未満 n（) 180(43.3)
125万円以上 n（) 145(34.9)
欠損値 n（) 91(21.9)
平均所得1)(平均±標準偏差) 170.6±135.7

就労 あり n（) 52(12.5)
なし n（) 348(83.7)
欠損値 n（) 16( 3.9)

介護保険制度導入前の在宅サービス利用

ホームヘルパー あり n（) 143(34.4)
なし n（) 273(65.6)

老人訪問看護 あり n（) 69(16.6)
なし n（) 347(83.4)

訪問入浴 あり n（) 114(27.4)
なし n（) 302(72.6)

デイサービス・デイケア あり n（) 225(54.1)
なし n（) 191(45.9)

ショートステイ あり n（) 77(18.5)
なし n（) 339(81.5)

機能訓練事業 あり n（) 119(28.6)
なし n（) 297(71.4)

地域クラブの参加 あり n（) 220(52.9)
なし n（) 191(45.9)
欠損値 n（) 5( 1.2)

ニード要因 疾患 あり n（) 355(85.3)
なし n（) 52(12.5)
欠損値 n（) 9( 2.2)

ADL2) 自立 n（) 260(62.5)
非自立 n（) 147(35.3)
欠損値 n（) 9( 2.2)
自立度4)中央値（四分位数範囲) 0(0–2)

IADL3) 自立 n（) 199(47.8)
非自立 n（) 121(29.1)
欠損値 n（) 96(23.1)
自立度4)中央値（四分位数範囲) 0(0–3)

1）等価所得の単位（万円)

2）ADL: Activities of Daily Living
3）IADL: Instrumental Activities of Daily Living
4）介助の必要な項目数の合計
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利用あり（P＜0.001）の方が，申請者の割合が低か

った（表 2）。
次に，申請の有無を従属変数とし，ロジスティッ

ク回帰分析を実施した。独立変数として，年齢，性

別，世帯構成，等価所得を強制的に投入し家屋形

態，教育水準，就労，デイサービス・デイケア，シ

ョートステイ，機能訓練事業，地域クラブの参加，

疾患，IADL を投入した。IADL の未回答者は，96
人（23.1）と多かったが，申請をするかしないか

の判断に影響しうるのは，ADL よりも生活機能が

自立に近い軽度な障害を示す IADL の方が適して

いると考えた。また，ADL を独立変数として選択

して多変量解析を行ったところ，モデルの適合度

（Hosmer Lemeshow 適合度検定）が 19.5 (P＝

0.012）になり。年齢との積項投入の結果，ADL と

年齢との間に交互作用があることが考えられた。一

方， IADL を選択した場合，モデルの適合度が

5.29 (P＝0.72）となり，また，年齢との交互作

用は認められなかった。そのため，ADL ではなく

IADL を独立変数として選択した。

その結果，申請ありと正の関連があったのは，等

価所得が125万円未満（オッズ比2.7295信頼区

間1.30–5.69），ショートステイの利用あり（3.29

1.16–9.35），疾患あり（8.341.86–37.46），IADL
非自立（11.215.22–24.07）であった。一方，申請

ありとの負の関連があったのは，機能訓練事業の利

用あり（0.380.17–0.82）であった（表 3）。

2) 要介護等認定との関連項目

認定審査では，平均年齢が高く（P＝0.04），

ADL 非自立（P＜0.001），IADL 非自立（P＜0.001）
の方が，要介護等認定者の割合が高かった（表 2）。

3) 介護保険サービス契約との関連項目

契約では，要介護等認定者における介護保険サー

ビス利用者の割合が未利用者の割合よりも，有意に

高い項目はなかった（表 2）。

 考 察

本研究により，介護保険制度導入による介護保険

サービスの利用への影響として，以下の 2 つのこと

が明らかになった。第 1 に，旧サービス利用者のう

ち介護保険サービスの利用に至った者は，わずか 3
割程度であった。そして，旧サービス利用者の半数

以上は，申請手続き自体も行わなかった。第 2 に，

申請手続きを行った者の特徴は，疾患をもっていた

こと，IADL の非自立レベルにあったこと，等価所

得が低かったこと，ショートステイを利用していた

ことであった。加えて，機能訓練事業利用者は申請

手続きをあまり行っていなかったことが明らかにな

った。これらの結果について，以下に考察する。

. 旧サービス利用者における介護保険サービス

利用者の割合

旧サービス利用者のうち申請者は半数のみであっ

た。この理由として，旧サービス利用者の多くは，

ADL や IADL が自立していたため，申請しなかっ

た可能性がある。また，新たに，申請手続きを行う

ことが煩わしかったり，手続きの方法が理解しにく

く申請しなかったことも考えられる。

. 介護保険サービス利用の各手続きに着目した

旧サービス利用のサービス利用への影響

介護保険サービス利用の各手続きをみると，申請

には 3 つの要因が関連していた。第 1 に，等価所得

が低いことと申請とが関連をしていた。介護保険制

度導入当初，低所得者は，介護保険サービスの利用

を控えることが懸念されていたが8)，本研究結果で

は逆に，より申請していた。国は，介護保険制度導

入時，低所得者に対する政策として，介護保険サー

ビス利用料の負担軽減を行った。その政策の 1 つ

は，介護保険サービスの利用で生じる自己負担額の

急激な増加を避けるため，低所得者に対して，「高

額介護保険サービス費」の上限額を低く設定した。

もう 1 つは，介護保険導入前後に訪問介護の利用を

継続した場合のみ，1 割の自己負担額のうち 3を

軽減する対策を講じた12)。本研究のデータより，導

入前後での同一サービス利用継続者は，ホームヘル

パー利用では44人（65.7）と，他のサービス（デ

イサービス・デイケア 55.2，老人訪問看護
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表 市町村へ要支援・要介護認定の申請に関連する要
因の調整オッズ比

OR 95CI

性別（reference男性)

女性 1.19 (0.53–2.69)
年齢（reference75歳未満)

75歳以上 2.30 (0.99–5.35)
世帯構成（reference配偶者と同居)

独居 1.10 (0.42–2.87)
子どもと同居 1.66 (0.39–7.03)
配偶者と子どもと同居 0.83 (0.28–2.40)
配偶者・子ども以外と同居 0.54 (0.20–1.44)

就労（referenceなし)

あり 2.12 (0.75–5.97)
等価所得（reference125万円以上)

125万円未満 2.72 (1.30–5.69)
ショートステイ（reference利用なし)

利用あり 3.29 (1.16–9.35)
機能訓練事業（reference利用なし)

利用あり 0.38 (0.17–0.82)
疾患（referenceなし)

あり 8.34 (1.86–37.46)
IADL（reference自立)

非自立 11.21 (5.22–24.07)

尤度比検定 x2＝92.80 P＜0.0001
Hosmer-Lemeshow test x2＝5.29 P＝0.73
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33.3）よりも高く，訪問介護を続けた可能性があ

る。これらの低所得者に対する政策は，申請へのア

クセスを直接変更する政策ではない。しかし，低所

得者が，介護保険サービスを利用することによる経

済負担を懸念して，申請を避けることへの抵抗を低

めた可能性がある。一方，先行研究では，介護保険

サービスの利用率と所得との関係について，導入後

の2004年の時点では高所得者の方が中・低所得者よ

り利用していたと報告されている3)。しかし，本研

究では逆に低所得者の方が，介護保険サービスを申

請しており，逆の結果である。これは，本研究の対

象者が旧サービス利用者のみであり，その平均等価

所得（170万円）は，当時の高齢者のいる世帯の平

均等価所得（212万円)18)よりも低かったためと考え

られる。すなわち，旧サービス利用者は，低所得者

に対する介護保険サービス利用料が減免となってい

た可能性が高いことが考えられた。そのため，所得

の低い者が高い者に比べて，より申請を行った可能

性がある。

第 2 に，旧サービス利用との関係については，シ

ョートステイの利用と申請が関連していた。ショー

トステイ利用者は，在宅生活を続けるために定期的

な施設入所が必要である可能性が高く，介護保険制

度導入後も定期的な利用のため，申請を行ったと考

えられる。一方，機能訓練事業の利用と申請しない

こととが関連があった。この理由として，1 つは，

機能訓練事業利用者の多くは，要介護等状態でなか

った可能性がある。もう 1 つは，国が，機能訓練事

業の対象者を，「介護保険法に規定する要介護者お

よび要支援者も原則として本事業の対象としな

い。｣13)としたため，機能訓練事業を継続利用したい

と考えた者は，要介護等状態であっても，申請しな

かった可能性もある。しかし，本研究の導入後調査

では，機能訓練事業を利用したか否かは調査してい

ない。そのため，要介護等状態であったにもかかわ

らず，機能訓練事業を継続利用したいために，介護

保険サービスを利用しなかったという不利益が生じ

ていたかどうかは今後の検証が必要である。

第 3 に，疾患があることと，IADL が非自立レベ

ルである者が申請していた。疾患を有する者や

IADL が非自立である者は，医療や福祉サービスが

必要な可能性が高く，申請していたと考えられる。

そのため，生活機能に支障がある者が，ある程度適

切に介護保険サービスの利用につながっていたので

はないかと考えられる。

次に，要介護等認定では，申請者のうち要介護等

認定者は85.7であった。介護保険制度導入後の申

請者における要介護等認定者の割合は，新潟県新発

田地域19)，福島県白河地域20)での実績によると，い

ずれも 9 割以上であり，本研究の結果よりも高い割

合であった。この理由として，本研究では介護保険

制度導入前に旧サービスを利用した者を対象として

おり，旧サービス利用者には日常生活が自立してい

た者が多く，非該当と判定された可能性がある。

最後に，契約では，本研究の要介護等認定者のう

ち介護保険サービス利用者の割合は88.7であり，

2000年度の国民生活基礎調査の結果（75.6)21)よ

りも高かった。この理由として，経過措置で訪問介

護の継続利用ができたこと22)，また，介護保険制度

導入前から，旧サービスを利用していたため，介護

保険サービスの利用に抵抗がなかったことが考えら

れる。

. 本研究の限界と今後の展望

本研究の旧サービス利用者は，公的サービス以外

の在宅サービス利用者は含まれていない。そのた

め，本研究の対象者は，介護保険サービス利用者の

なかでは，低所得者が多く含まれ，減免措置の影響

が，結果に反映されやすかったと考えられる。ま

た，旧サービス利用者の疾患や生活機能のレベルの

判断は，面接調査の結果を採用したため，診療録と
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比べて，対象者の主観的要素が入り込む可能性が高

い。そのため，その判断に，対象者の主観的要素を

完全に取り除くことはできず，本研究の限界である。

本研究データは，1999年と2001年に行われた全国

データであり，介護保険制度導入前後の移行期にお

ける日本全国の状況を反映していると考えられる。

ただし，導入直後は，現在と比較して，介護保険制

度に対する理解が不十分であったり，家族以外から

介護を受けることへの抵抗があったりなど介護に関

する環境は異なっている。したがって，本研究の結

果は，10年以上経過した現在の日本の状況への一般

化には限界がある。しかし，本研究の特徴は，同一

の者を介護保険制度導入前後追跡した他にない貴重

なデータである。さらに，介護保険制度導入直後の

データを用いているため，介護保険制度導入の直接

的な影響をみることができる。

最後に，本研究の結果は，高齢者介護制度を措置

制度から社会保険制度へと変更を行った際に生じた

変化として，同時に行った経過措置の効果等も含

め，わが国の貴重な経過の検証となる。さらに今

後，介護保険制度の導入を検討している諸外国への

参考にもなりうると考える。

 結 語

旧サービス利用者のうち，介護保険制度導入後も

介護保険サービスを利用していた者は，3 割程度に

留まっていた。また，申請した者には，疾患を有す

る者や IADL が自立していない者がより多かっ

た。このことから，措置制度下では要支援・要介護

状態でなかった者が多く含まれていた可能性があ

る。一方で，低所得者が申請を控えた可能性は低い

ことが示された。

本研究は，平成24年度厚生労働科学研究費補助金地球

規模保健課題推進研究事業「グローバルエイジングへの

国境なき挑戦―経験の共有と尊重を支える日本発学際ネ

ットワークによる提言に関する研究（H24―地球規模―

一般―001）」（研究代表者田宮菜奈子）」の研究成果の一

部である。
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受付 2012. 8.23
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Key wordsBefore and after the introduction of long-term care insurance, welfare placement system,
application, certiˆcation of long-term care need, contract

Objectives With the aging of the population, Japan's long-term care system has shifted from a welfare-
placement system to a social-insurance system, which is a precedent of policies for the elderly. We
examined how individuals who used care services before the implementation of long-term care insur-
ance (LTCI) (previous service users) currently use the LTCI services, with a focus on the processes
of service use.

Methods Panel data were obtained from the Nihon University Japanese Longitudinal Study of Aging data-
base. These data were collected by interviews conducted before (November 1999 and March 2000)
and after (November 2001 and December 2001) the establishment of LTCI. Among the 3992 in-
dividuals who participated in these interviews, 416 of the previous service users, aged 65 years,
were sampled. The outcome measures were the processes of using LTCI services (application for
LTCI, certiˆcation of long-term care need, and contract with LTCI service providers). Logistic
regression analysis was performed to identify individual factors associated with the process of appli-
cation for LTCI.

Results There were 133 LTCI users among the 416 previous service users (32.0). Of the service process-
es used, 45.5 of previous service users were applicants, 85.7 of the applicants were certiˆed in-
dividuals, and 88.7 of those certiˆed used services with service contracts. The application process
was signiˆcantly easier for individuals with disease (odds ratio[OR], 8.3495 conˆdence inter-
val [CI], 1.86–37.46), those dependent for their instrumental activities of daily living (IADL)
(OR, 11.2195 CI, 5.22–24.07), those with an equivalent income of ＜1.25 million yen (OR,
2.7295 CI, 1.30–5.69), and those who had used respite care (OR, 3.2995 CI, 1.16–9.35)
previously. In contrast, the application process was signiˆcantly di‹cult for community rehabilita-
tion users (OR, 0.3895 CI, 0.17–0.82).

Conclusion Only half of the previous service users were applicants, and they had severe diseases or were
more dependent for their IADL. Our ˆndings suggest that many individuals who were functionally
independent were covered under the welfare-placement system. Additionally, low-income individ-
uals did not refrain from applying.
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